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次に「⑥ ２０１７年改正・統一地方選挙から実施の公職選

挙法におけるビラ頒布について」であります。 

Ｈ28 年 9 月 15 日、甲府市議会として国に対し「地方議会

議員選挙に於ける政策ビラ頒布を求める意見書」が提出さ

れ、各地方議会よりも同様の意見書が国へ提出されました。 

この全国の働きかけにより、参議院本会議にて全会一致

で可決され、本Ｈ29 年 6 月 14 日、総務省、総行選第 68 号、

「地方議会議員選挙におけるビラの配布を解禁するための

改正公職選挙法」。同 29 年 6 月 21 日、『平成 29 年法律第 66

号「公職選挙法の一部を改正する法律」』が発出され、共に

Ｈ31 年 3 月 31 日施行となります。この法律では、都道府県

議選では候補者１人につき１万６千枚、政令指定市議選は

８千枚、その他の市議選では４千枚が頒布可能となります。 

法改正で期待されるのは、選挙戦での政策比重の増加、

それを有権者が厳しく吟味する選挙となり、議員の政策立

案能力が試される選挙に変わるなど、我々議員も次回改選

期に於ける選挙運動は大きな転換期を迎えることとなりま

す。 
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公選法 6条には「選挙が公明且つ適正に行われるように、

常にあらゆる機会を通じて選挙人の政治常識の向上に努め

るとともに、特に選挙に際しては投票の方法、選挙違反そ

の他選挙に関し必要と認める事項を選挙人に周知させなけ

ればならない。」と定められております。 

公職選挙法一部改正で、選挙期間中に公選ビラ頒布が出

来る様になったとしても、現行の選挙違反に抵触するよう

な、この公選ビラが大量にポスティングされたり、証紙の

貼られるこの公選ビラに虚偽記載といった事例が発生した

場合、知らなかったではならないと考えます。何より主権

者である市民が被る混乱を防止しなければなりません。 

先の公選法に規定有る様に、政治的中立性の担保と言う

見地から、公選法改正で新たな制度で有る以上、事前に選

挙人に違反となる事項その他を告示し、明確化しなければ

ならないものだとも考えます。このことからも、次の統一

地方議員選挙では法律順守のための公選ビラ頒布ルールの

明確化は必要だと考えます。 

また、「地方公共団体の事務への影響」に於いて「市の議
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会議員の選挙について市は、それぞれ、条例に定めるとこ

ろにより、公選ビラの作成について、無料とすることがで

きることとする。」とあるように、公費を使い作成するので

あれば、頒布に於ける法抵触防止の明文化と周知と共に、

条例で定める必要があります。そこで質問します。 

法順守のための公選ビラ頒布のルール徹底と明確化と共

に、条例で定めるところによる、ビラの作成費用について、

条例制定を含め、当局の御所見をお示しください。 
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市議会議員選挙での政策ビラ頒布について 

〇答弁者 選挙管理委員会 志村文武 委員長 

本年６月、参議院本会議において「地方議会議員選挙にお

けるビラの配布を解禁するための改正公職選挙法」が可決

され、「市の議会の議員の選挙にあっては、候補者一人につ

いて、当該選挙に関する事務を管理する選挙管理委員会に

届け出た２種類以内のビラ４，０００枚」が頒布可能とな

る「公職選挙法の一部を改正する法律」が、平成３１年３

月３１日に施行されます。 

市議会議員選挙において、候補者の政策等を有権者が知

る機会を拡充することは、大変重要なことであり、政策ビ

ラの頒布も、その一つの方法であります。 

ビラの頒布方法につきましては、法律で定められており、

法令を遵守するよう、この機会に、さらに周知徹底してま

いります。 

また、ビラの作成費用につきましては、市長選挙におい

て公費負担することが条例で定められていることを踏まえ、

市議会議員選挙においても検討してまいります。 
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〇再登壇にて要望 佐野弘仁 

本公職選挙法改正案での国の上程理由によりますと、 

『「都道府県又は市の議会の議員の選挙において、候補者の

政策等を有権者が知る機会を拡充するため、候補者が選挙

運動のためのビラを頒布することができることとする等の

必要がある」とありますが、要は今後の選挙において、 

「有権者が知る機会拡大のため、候補者が掲げる政策ビラ

を頒布できること、そして、その必要がある」』と明記され

ていることが特筆されることであります。 

これは取りも直さず、選挙戦が「政策重視」に進むこと

が法の主旨であり、このことから市長選挙と等しく、議会、

会派が候補者の公約等を掲げる「マニフェスト」の普及に

も生かされ、旧来の選挙とは違った形での、政策による候

補者選択を明確にさせる選挙へ進むことは有難いことです。 

選挙ビラ公費負担については、先ほどの法の主旨や、国

の公職選挙法が改正された以上は進めるという事であり、

委員長のご答弁からも条例制定に拠る公費負担は当然一定

の目途がつくものと思われます、今後共に推進のほど、 
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どうか宜しくお願いを致します。 


